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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第74期

第１四半期累計期間
第75期

第１四半期累計期間
第74期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 9,843,803 8,776,338 48,437,645

経常利益 （千円） 1,010,316 635,034 5,129,480

四半期（当期）純利益 （千円） 660,522 429,183 3,356,890

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 3,302,375 3,302,375 3,302,375

発行済株式総数 （株） 20,858,491 20,858,491 20,858,491

純資産額 （千円） 47,164,628 49,399,353 49,945,915

総資産額 （千円） 58,767,540 59,377,988 62,429,137

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 32.08 20.84 163.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 26.00

自己資本比率 （％） 80.26 83.19 80.00

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

     ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

     ３．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

　　　４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

 当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第１四半期累計期間の売上高は、前第１四半期累計期間比10億６千７百万円（10.8％減）減収の87億７千６百

万円となりました。これは、受注高は増加したものの、前事業年度からの繰越工事の減少等により施工高が減少し

たこと等によるものであります。

　売上総利益は、前第１四半期累計期間比３億４千６百万円（21.6％減）減益の12億５千４百万円となりました。

これは、売上高が減少したことを主な要因としたものであります。

　販売費及び一般管理費は、前第１四半期累計期間比１千５百万円（2.2％増）増加の７億４百万円となりまし

た。これは、研究開発に伴う費用の増加等によるものであります。

　これにより、営業利益は、前第１四半期累計期間比３億６千１百万円（39.6％減）減益の５億５千万円、経常利

益は、前第１四半期累計期間比３億７千５百万円（37.1％減）減益の６億３千５百万円、四半期純利益は、前第１

四半期累計期間比２億３千１百万円（35.0％減）減益の４億２千９百万円となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

（建設事業）

　建設事業売上高は、前第１四半期累計期間比10億９千１百万円（11.3％減）減収の85億９千３百万円となりまし

た。これは、受注高は増加したものの、前事業年度からの繰越工事の減少等により施工高が減少したこと等による

ものであります。また、セグメント利益は、前第１四半期累計期間比３億７千３百万円（43.6％減）減益の４億８

千２百万円となりました。これは、売上高の減少を主な要因としたものであります。

（不動産事業）

　不動産事業売上高は、前第１四半期累計期間比２千３百万円（14.8％増）増収の１億８千２百万円となりまし

た。また、セグメント利益は、前第１四半期累計期間比１千１百万円（20.5％増）増益の６千８百万円となりまし

た。これは、賃貸用不動産の売上高の増加を主な要因としたものであります。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

（建設事業）

　当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、30,490千円であります。

　なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（不動産事業）

　研究開発活動は、特段行われておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 51,000,000

計 51,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,858,491 20,858,491

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 20,858,491 20,858,491 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 20,858,491 － 3,302,375 － 3,338,395

 

（6）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（7）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    271,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,548,700 205,487 －

単元未満株式 普通株式     38,491 － －

発行済株式総数 20,858,491 － －

総株主の議決権 － 205,487 －

（注）証券保管振替機構名義の株式が、「完全議決権株式（その他）」の欄に400株（議決権の数４個）、「単元未満

株式」の欄に16株それぞれ含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

第一建設工業株式会社
新潟市中央区八千

代一丁目４番34号
271,300 － 271,300 1.30

計 － 271,300 － 271,300 1.30

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は271,395株となっております。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成28年４月１日から平成28

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

 

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　　1.54％

売上高基準　　　　　1.26％

利益基準　　　　　　2.71％

利益剰余金基準　　　1.78％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 9,777,470 13,281,069

受取手形・完成工事未収入金等 18,573,022 12,111,299

有価証券 10,151,660 10,050,990

販売用不動産 58,266 58,266

未成工事支出金 228,956 431,871

材料貯蔵品 118,145 614,992

繰延税金資産 305,761 305,850

その他 903,239 981,573

貸倒引当金 △1,940 △1,290

流動資産合計 40,114,581 37,834,623

固定資産   

有形固定資産 12,417,787 12,077,206

無形固定資産 81,069 81,149

投資その他の資産   

投資有価証券 9,584,361 9,144,562

その他 ※１ 232,437 ※１ 241,546

貸倒引当金 △1,100 △1,100

投資その他の資産合計 9,815,699 9,385,009

固定資産合計 22,314,555 21,543,365

資産合計 62,429,137 59,377,988

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 6,873,127 5,665,153

未払法人税等 1,115,843 235,400

未成工事受入金 384,368 274,683

引当金 100,395 80,470

その他 1,827,833 1,715,292

流動負債合計 10,301,568 7,970,999

固定負債   

繰延税金負債 350,884 157,667

退職給付引当金 1,272,299 1,303,892

資産除去債務 60,693 60,953

その他 497,775 485,121

固定負債合計 2,181,653 2,007,635

負債合計 12,483,222 9,978,635

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,302,375 3,302,375

資本剰余金 3,338,395 3,338,395

利益剰余金 40,592,815 40,486,734

自己株式 △192,608 △192,608

株主資本合計 47,040,978 46,934,897

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,904,936 2,464,455

評価・換算差額等合計 2,904,936 2,464,455

純資産合計 49,945,915 49,399,353

負債純資産合計 62,429,137 59,377,988
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高   

完成工事高 9,684,533 8,593,427

不動産事業売上高 159,270 182,911

売上高合計 9,843,803 8,776,338

売上原価   

完成工事原価 8,152,053 7,419,384

不動産事業売上原価 90,492 102,081

売上原価合計 8,242,546 7,521,466

売上総利益   

完成工事総利益 1,532,479 1,174,042

不動産事業総利益 68,777 80,829

売上総利益合計 1,601,257 1,254,872

販売費及び一般管理費 689,032 704,130

営業利益 912,224 550,741

営業外収益   

受取利息 4,986 4,193

受取配当金 73,291 73,772

その他 19,813 6,326

営業外収益合計 98,091 84,292

経常利益 1,010,316 635,034

特別損失   

固定資産除却損 2,794 850

特別損失合計 2,794 850

税引前四半期純利益 1,007,522 634,183

法人税等 347,000 205,000

四半期純利益 660,522 429,183
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附

属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による当第１四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期会計期間から適用しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

※１　投資その他の資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成28年６月30日）

その他 120千円 120千円

　「その他」中から直接控除している貸倒引当金は、破産更生債権等であります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 394,122千円 405,833千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 494,094 24 平成27年３月31日平成27年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 535,264 26 平成28年３月31日平成28年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 建設事業 不動産事業 合計

売上高    

外部顧客への売上高 9,684,533 159,270 9,843,803

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － －

計 9,684,533 159,270 9,843,803

セグメント利益 855,216 57,008 912,224

（注）セグメント利益の合計は、四半期損益計算書の営業利益と一致いたします。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 建設事業 不動産事業 合計

売上高    

外部顧客への売上高 8,593,427 182,911 8,776,338

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － －

計 8,593,427 182,911 8,776,338

セグメント利益 482,034 68,706 550,741

（注）セグメント利益の合計は、四半期損益計算書の営業利益と一致いたします。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 32円08銭 20円84銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 660,522 429,183

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 660,522 429,183

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,587 20,587

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月９日

第一建設工業株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 塚田　一誠　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 清水　栄一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一建設工業株
式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第75期事業年度の第１四半期会計期間（平成28年４月１日から平
成28年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、
すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、第一建設工業株式会社の平成28年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終
了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな
かった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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